
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [112,493円]
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [13.4%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [427,888円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

千曲市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】　景気の回復傾向を受け歳入における個人・法人税が増収したことや、税源移譲までの暫定措置である所得
譲与税の増額算入などで基準財政収入額が伸びたことにより、平成16年度の0.577、17年度の0.590に引き続き、0.609と上
昇しているが、類似団体平均を下回っている。市税等の徴収率のさらなる向上を図るとともに、歳出面では事務事業の見直
しを行い、人件費、物件費、繰出金などの経費削減に努める。
【経常収支比率】　平成17年度に比べ0.8ポイント上昇し、類似団体平均を6.8ポイント下回っている。歳出における経常経費
充当一般財源をみると、各経費の削減に努めた結果、扶助費、公債費、繰出金で増額となったものの、人件費、維持補修
費、補助費等が減額となり、概ね前年度と同額に抑えることができた。しかし、歳入における地方交付税、臨時財政対策債、
減税補てん債などの減額により経常一般財源総額が減じたことから、経常収支比率が上昇した。今後は、歳入における一
般財源の大幅な伸びは期待できない状況であるため、事務事業の統廃合や施設管理の見直しによる物件費の削減、扶助
費、特別会計への繰出金の抑制など経常経費の削減を図る。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】　行財政改革（集中改革プラン）への取り組みにより、16年度123,262円、17年
度118,362円（16年度対比△4,900円）に続き、18年度は17年度対比5,869円の減で類似団体平均も下回っている。人口１人
当たり人件費は、職員数の削減、給与等の減により、16年度63,882円、17年度63,371円（16年度対比△511円）、18年度
60,538円（17年度対比△2,833円）になっている。物件費等についても、経常的経費の節減により16年度59,379円、

17年度54,991円（16年度対比△4,388円）、18年度51,955円（17年度対比△3,036円）となっているが、歳出に占める割合が
15.6％と高いため、さらなる削減を図っていく。
【ラスパイレス指数】　16年度の93.6に対して17年度に0.2ポイント上昇し、そのまま横ばい状態になっている。類似団体平均よ
りも0.8ポイント低い。引き続き、職員給与の抑制に努める。
【人口1人当たり地方債現在高】15年度の合併以来、合併特例事業を活用した社会資本形成を積極的に行ってきたことにより
類似団体に比べ高い状況が続いた。18年度は、17年度より4,763円増額となっているが類似団体平均を7,269円下回っている。
今後も、老朽化した公共施設の整備等などの財源に地方債を使わざるをえない状況にあるので、普通建設事業の厳選により
地方債発行の抑制に努める。
【実質公債費比率】　類似団体平均を2.7ポイント下回っているが、17年度11.8％に対して1.6ポイント上昇している。今後の償還
額の推計をみると確実に増加していくため、地方債の活用に当っては対象事業を厳選するとともに、借入額についても償還額
の範囲内となるよう抑制していく。
【人口1,000人当たり職員数】　17年度に引き続き、類似団体平均を下回る状況にある。平成22年4月1日時点での平成17年4
月1日比6.9％減少を目標として、定員管理の適正化に努めている。一般職員数は16年度478人→17年度461人→18年度450人
と、退職者に対する補充を抑制して職員数を減数してきている。
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